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平成１１年１２月期　　　　　　決 算 短 信 　　平成１２年 ２月 １８日

アサヒビール株式会社　　　　　　　上場取引所（東証・大証・名証各第１部・京証）

コ ー ド 番 号   ２ ５ ０ ２

東 京 都 中 央 区 京 橋 三 丁 目 ７ 番 １ 号

問 合 せ 先　　　責任者役職名　 　広 報 部 長

　　  　　　　氏　　　　　名　 　菊 地 史 朗　　　　　　 ＴＥＬ ０３（５６０８）５１２６

決算取締役会開催日　平成１２年２月１８日　　　　　定時株主総会開催日　平成１２年３月３０日

連結決算の有無　　：　　有　　　　　　　　　　　　 中間配当制度の有無　　：　　有

１．平成１１年１２月期の業績（平成１１年１月１日～平成１１年１２月３１日）

(1)経営成績 　　　　　　　　　　　(百万円未満切捨て)

 　　　　　　　 対 前 期
 　　　　　　　 増 減 率

　　　　　　　 対 前 期
　　　　　　　 増 減 率

　　　　　　　　 対 前 期
　　　　　　　　 増 減 率

百万円　　　％ 百万円　　　％ 　　百万円　　　％

平成１１年１２月期 １，０５２，５１３　(2.3) 　６９，４４７　(△ 4.9) 　６６，１６２　　(31.3)

平成１０年１２月期 １，０２８，３９２  (5.8) 　７３，００４　(△ 4.5) 　５０，３８６　　(10.6)

　　　　　　　対 前 期

　　　　　　　増 減 率
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

　　　百万円　　　％   　 円 　銭   　 円 　銭 ％ ％ ％

平成１１年１２月期 　　　　９６０　(△ 89.1)   　１  ９３     　  ０．３ ６．２ ６．３

平成１０年１２月期 　　８，８１１　(　 20.7)   １８  ０７   １７  ０９ ２．４ ４．７ ４．９

(注)　　　　　　　　　　　　平成１１年１２月期　　４９７，９４１，７７６株
　　　　　　　　　　　　　　平成１０年１２月期　　４８７，７０５，７８２株

　　２．会計処理の方法の変更　無

　　 ３．平成１１年１２月期より税効果会計を適用しております。

　　　４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、転換社債の潜在株式を調整した計算により１株当たり当期純
利益金額が減少しないため記載しておりません。

(2)配当状況

中　　間 期　　末

配当金総額

（ 年　間 ）
株主資本

配当率

　円　　銭 　円　　銭 　円　　銭 百万円 ％ ％

平成１１年１２月期  １２　００ 　６　００ 　６　００ ５，９７５ ６２２．３ １．６

平成１０年１２月期  １２　００ 　５　５０ 　６　５０ ５，８９７ 　６６．９ １．５

(3)財政状態

　　百万円 　百万円 ％ 　円　　銭

平成１１年１２月期 １，０５４，８０７ ３７８，０８８  ３５．８ 　　　７５９　２３

平成１０年１２月期 １，０７６，４５２ ３８２，５３２  ３５．５ 　　　７６８　４３

 (注)　　　　　　　　　　　　　　　　 平成１１年１２月期　　４９７，９８９，６７０株
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１０年１２月期　　４９７，８０７，４１５株

 　　２．有 価 証 券 の 評 価 損 益　　　　　　　　　　　　　　　７，１９５百万円

 　　３．デリバティブ取引の評価損益　　　　　　　　　　　　　　　　△８７２百万円

２．平成１２年１２月期の業績予想（平成１２年１月１日～平成１２年１２月３１日）

　中　　間　　 期　　末

百万円 百万円 　百万円 円　 銭    円　 銭  円　 銭

中 間 期 　５０５，０００ ２７，０００ ８，０００ ６　００   

通    期 １，１２０，０００ ７８，０００ １５，０００   ６　００ １２　００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）３０円１２銭

（額面株式 １単位 1,000

）（売　上　高 ）（営業利益 ）（経常利益

 ）（当期純利益

１．期中平均株式数

配当性向
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

売　上　高 経 常 利 益 当期純利益
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

１株当たり
株主資本

 株主資本比率株 　主 　資 　本総　　資　　産

１．期末発行済株式数
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　　　　　　　　　　　　　　　経　営　方　針

１．会社の経営の基本方針

当社は、経営理念である「最高の品質と心のこもった行動を通じて、お客様の満足を追求し、

世界の人々の健康で豊かな社会の実現に貢献する」を基本に社会やお客様とともに発展し続け

る企業となることを目指しております。

この経営理念の実現に向けて、「お客様の満足」「環境と安全への配慮」「公正で透明性の

ある企業倫理」「国際基準の企業行動」「豊かな発想とバイタリティ溢れる企業風土」「独創

的でスピーディな企業行動」「自立と総合力のグループ経営」「継続的で質の高い成長」を企

業行動指針として掲げております。

２．会社の利益配分に関する基本方針

当社は、株主への利益還元を重要な政策として位置づけており、収益力の向上、財務体質の

強化を図りながら、継続的、安定的な配当を実施してまいりたいと考えております。

また、内部留保資金につきましては、従来通り、経営体質の充実並びに将来の事業展開に備

え、引き続き企業価値の向上に努めてまいります。

３．中長期的な会社の経営戦略及び目標とする経営指標

当社は、平成１１年９月、「世界に挑戦する革新・創造企業を目指す」をスローガンにした、

２００４年までの５ヶ年の中期経営計画を策定いたしました。基本方針としては、「経営革新・

経営基盤強化」の前期２年間と「グループ競争力の向上・グループ全体の成長」の後期３年間

の２期に分けて取り組みを進めてまいります。

国際会計基準の導入をはじめ、資本市場のグローバル化、免許制度その他の規制緩和、世界

的な合従連衡など、企業を取り巻く経営環境は大きく変化しております。当社は、これらの経

営環境の変化に対し、「お客様満足の追求」「商品品質の更なる向上」を基本に、「キャッシ

ュフローや利益を重視した経営への転換」「資本効率や資産効率の向上」「株主など全てのス

テークホルダーの更なる満足追求」「グローバルスタンダード経営の推進」「グループ経営の

強化」などを中期の経営目標とし、「経営品質の更なる向上と経営の革新」を達成してまいり

ます。

この結果、２００４年には売上高12,700 億円、売上高営業利益率10.0％、ＲＯＥ11.2％、

ＲＯＡ11.9％を目指しております。

－２－



４．会社の経営管理組織の整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策

当社は、激変する経営環境の変化に迅速な意思決定とスピーディな行動で対応していくため

にコーポレートガバナンスの改革を実施いたします。具体的には、執行役員制度の導入により、

取締役と執行役員の役割を明確に分離した機動的なグループ経営体制を確立いたします。取締

役はグループ全体の成長とグループ各社の企業価値の向上を図るための経営意思決定と経営監

督を役割とし、執行役員は業務執行が役割となります。これにより戦略性と機動性の高い経営

活動を実現してまいります。

また、社外取締役を増員し、より幅広い見地からの経営活動を進めるとともに、取締役会の

下部組織として指名委員会、報酬委員会を設置し、社会性、透明性の高い経営活動を進めてま

いります。報酬制度の一環としてストックオプションを導入していくこととしております。

併せて、取締役会のスタッフ機能として、グループ経営戦略本部を設置いたします。

５．会社の対処すべき課題

２０００年をスタートとする中期経営計画において、前期２年の主な経営課題を「経営革新・

経営基盤強化」と位置づけ、グループ企業への収益性を重視した評価基準の導入や利益責任制

度の導入などキャッシュフローや利益を重視した経営をさらに推進してまいります。

また、財務体質改革を完了させるとともに、コーポレートガバナンスの革新、グループ経営

機能の強化、グループ再編、環境経営の推進など経営機構改革を進めてまいります。

２００２年からの後期３年間については、「グループ競争力の向上・グループ全体の成長」

と位置づけ、コア事業の強化、新事業の育成、国際事業の黒字化など、アサヒビールグループ

の成長への積極的な投資を行うことで、さらに高い収益性を確保し、株主の期待に応えてまい

りたいと考えております。
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　　　　　　　　　　　　　　　経　営　成　績

１．当期の概況

　当期のわが国経済は、金融システム安定化、大規模な公共事業投資をはじめとする政策効果

や、株価、住宅投資などの回復を受けて最悪期を脱し、緩やかな回復基調に入ったものと思わ

れます。

　ビール業界を取りまく市場環境は、酒類の需要構造の変化による量販業態店への大幅なシフ

トと卸における系列化、集約化等の統廃合が加速され、さらに価格競争の激化と相俟って厳し

い状況が続いております。このような中でビール業界全体の課税数量は、年間を通じ単月で一

度も前年を確保することができず、前期比７％減と大幅なマイナスとなり、ビール各社の発泡

酒を含めた数量でも前年割れとなりました。

　このような状況の下、当社は主力ブランドの「アサヒスーパードライ」を中心にビール市場

におけるご支持の拡大に特化した活動を展開いたしました結果、ビールの課税数量は前期比

2.4％増と業界平均を大幅に上回ることができました。

　以上の結果、当期の売上高は、過去最高の1,052,513百万円、前期に比較して2.3％増、24,121

百万円の増加となりました。

　利益につきましては、販促費、減価償却費の増加等はありましたが、ビールの売上の増加や

営業外収支の改善等により、経常利益は過去最高の66,162百万円、前期比31.3％増となりまし

た。当期純利益につきましては、財務体質の改善と強化を前倒しで実施したため、960百万円、

前期比89.1％減となりました。

生産設備の面では、周辺環境により設備更新が困難な東京工場を、新しく建設する神奈川工

場へ移転することに決め１２月に着工いたしました。

神奈川工場は世界トップクラスの製造技術と生産性を誇るビール工場として平成１４年に操

業を開始する計画であります。なお、東京工場は当期中に不動産証券化の方法を活用して売却

いたしましたが、平成１４年まで操業を続けてまいります。

環境保全への取り組みに関しましては、４月に名古屋工場で、オゾン層破壊防止と地球温暖

化防止のため、「完全ノンフロン化」を完成し、本格稼働を開始しました。

研究開発につきましては、研究開発部門の使命を再構築し、４月に研究開発部門の組織改定

を行い、酒類研究所、生産技術研究所、食品薬品研究所、総合評価センターの３研究所１セン

ター体制としました。これは酒類をはじめ、食品・薬品の新商品開発及び品質向上や効率化技

術開発の強化を図ること、さらに高度な分析技術を駆使して、製品の安全や健康に関する品質

保証体制をより確実に行うことを目的にしたものであります。

国際展開面では、７月に中国広東省深 川市で青島ビール社との合弁企業の深 川青島 卑酒朝

日有限公司を正式に開業し、生産・販売拠点を強化しました。米国では、アサヒビール U.S.A.

社の営業販路を拡大し、全米１９都市に本格的マーケティング活動を展開しました。欧州では

３月に英国バス社と「アサヒスーパードライ」の現地生産について基本合意を得て、バス社傘

下のチェコ・プラハビール社での生産の準備を開始しました。これに伴い、アサヒビールヨー

ロッパ社の販路を拡大するなど、各重点展開地域において、生産・販売体制づくりに取り組み

ました。

土 土
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各部門別の状況は次の通りであります。

酒類部門

＜ビール＞

　ビール総需要が、２年連続の大幅なマイナスという状況の中、当社の課税数量は、前期比2.4％

増と業界で唯一前期実績を上回り、８年連続のシェアアップを果たすことができました。

商品別には、当社の主力である「アサヒスーパードライ」は、国内市場におけるトップブラ

ンドの強みを発揮し、前期比2.7％増の1億 8,930万函となり、６年連続で発売以来の最高売上

数量を更新いたしました。濃色ビール・プレミアムビール等の「個性派商品」はトータルで

500万函であり、今後もビールの味の領域を拡大するビールとして取り組んでいきたいと考えて

おります。

　営業面におきましては、全社スローガンを「基本を固め、更に挑戦　よりアクティブに、よ

りスピーディーに、もっと謙虚に」とし、営業部門のキーワードを「戦略とスピード」として、

基本活動の徹底を基に、情報システムを活用した提案型の営業活動を展開しました。商品につ

きましては、トータルフレッシュマネジメントの更なる向上を図り、お客様に常に新鮮なビー

ルをお届けする活動に取り組んでまいりました。

　広告宣伝につきましては、「アサヒスーパードライ」を中心に当社の企業活動広告も展開し、

それぞれの商品については、その特性を明確に表現するとともに、お客様の共感をいただける

内容のものといたしました。

　以上により、ビールの当期売上高は前期比2.5％増の1,038,088百万円となりました。

＜ワイン＞

　ワインは、前年のやや加熱した「赤ワインブーム」の反動もあって、市場全体が前年を大き

く下回る厳しい状況となり、当社の国産・輸入をあわせた当期売上数量は前期比2.3％減、売上

高は前期比4.4％減の6,710百万円となりました。

＜その他の酒類部門＞

　「ハイクラブ」、中国酒「貴楽」等をあわせたその他の酒類の当期売上高は前期比 15.8％増

の3,995百万円となりました。

　以上により、酒類部門全体の当期売上高は前期比2.5％増の1,048,794百万円となりました。

不動産部門

　不動産部門全体の当期売上高は、前期比21.3％減の3,718百万円となりました。
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２．次期の見通し

　本年の我が国経済は、経済対策効果に加え、社会経済の構造改革が進められ、民需主導の着

実な自立回復基調となることが見込まれます。

　ビール業界におきましては、ビールに発泡酒を含めた業界全体の総需要は、ほぼ前年並みで

推移するものと思われます。ビールから発泡酒へのシフトも終息し、各社とも主力ビールブラ

ンドの活性化策や新商品の投入などビールの販売強化に取り組み、“ビール復権の年”となる

と予測されます。

　当社は、本年「新しい夢、中期経営計画達成に向けて確実な第１歩を！」をスローガンにグ

ループ経営の革新など、さまざまな経営品質への取り組みを各分野で進めてまいります。

　部門別には、ビール部門では、「アサヒビールが更に逞しく飛躍するスタートの年」と位置

づけ、営業部門のキーワードを「選択・集中・スピード」として、鮮度品質の更なる強化を図

るとともに、成長する業態に特化した営業体制とお客様のニーズにお応えする情報システムを

活用した提案型の営業活動を展開してまいります。商品面では、「アサヒスーパードライ」の

更なるブランド価値の向上を目指し、あらゆる面からそのパワーアップに取り組んでまいりま

す。新商品「アサヒスーパーモルト」については「麦芽１００％なのに軽やか」という、ビー

ルの新たな　　価値・味の提案として育成し、ビール総需要の拡大につなげてまいります。「ア

サヒ黒生」をはじめさまざまな個性派ビール群につきましても更に育成強化を図り、拡販に取

り組んでまいります。

　ワイン部門では、多様化の進む市場ニーズにお応えする商品開発と、ビールと一体化した営

業活動を強力に推進し、一層の拡販に努めてまいります。

　環境保全への取り組みにつきましては、１月に環境基本方針をアサヒビールグループ各社を

包括したものに改正し、グループ全体でさらに省エネルギー、廃棄物の再資源化などに取り組

んでまいります。

　研究開発につきましては、新しい体制のもとにアサヒビールグループ各社との連携も一層強

化して、２１世紀に向けて、オリジナリティの高い新商品の開発、新技術の開発及び確実な品

質保証のための研究開発に取り組んでまいります。

国際面では、まず中国市場において、プレミアム市場での「アサヒスーパードライ」の一層

の浸透とともに、価格戦略を考慮した商品開発・品揃えを図ってまいります。北米では、販売

ネットワークを拡大し、引き続き日系及び現地市場へフィットしたマーケティングを行い、「ア

サヒスーパードライ」の拡販活動を続けてまいります。欧州では、平成１２年１月よりチェコ・

プラハビール社での「アサヒスーパードライ」の現地生産を開始し、欧州２０カ国へ市場を拡

大してまいります。

　今後ともお客さまの声を謙虚に受け止め、それにお応えし、皆さま方から信頼され、ご満足

をいただける会社となるよう全社を挙げて努力してまいります。

　以上により、平成１２年度の売上高は、11,200 億円（前期比 6.4％増）、経常利益は 780 億

円（前期比17.9％増）、当期純利益は150億円（前期比1,462.5％増）を予定しております。

－６－



３．コンピューター２０００年問題について

　当社は、２０００年問題をアサヒビールグループ全体の最重要課題として、プロジェクトを

編成し、社内・グループ企業内の情報システムの対応をはじめとして各セクションで万全の対

応で進めてまいりましたが、いずれの分野でも問題は発生しておりません。

４．配当金について

当期末配当につきましては、１株当たり６円の普通配当を実施する予定であります。これに

より年間配当は、中間配当６円と合わせて、１株当たり１２円となります。

次期の配当につきましては、中間配当６円、期末配当６円、年間１２円の普通配当を継続す

る予定であります。

以　上

－７－



　　　比　較　貸  借  対  照  表
　　　　（ 平 成 １１ 年 １２ 月３１ 日 現在 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成１１年１２月期 平成１０年１２月期 増 減 金 額

金 額 構成比 金 額 構成比 （△印減）

〔資産の部〕

流 動 資 産 ３７３，９６０

％

３５．５ ４０４，６０１

％

３７．６ △３０，６４１

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

自 己 株 式

商 品 ・ 製 品

半 製 品

原 材 料

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

１５，２７３

２１，３６５

１５３，０３２

１０９，３８８

７

５，９６９

８，４２９

２６，５６１

８，２４２

１，５３２

　　　　６，４２２

５７３

１７，９８８

△　　　　８２９

６８０，８４６ ６４．５

３，２６６

２２，８９５

１６１，６４６

１１６，８２０

８

８，９１２

８，３８２

２５，６６８

６，１２３

２４，８２８

６，１６９

２１，００５

△　　１，１２６

６７１，８５１ ６２．４

１２，００７

△　１，５３０

△　８，６１３

△　７，４３２

△　　　　　０

△　２，９４３

４６

８９３

２，１１９

△２３，２９６

２５３

５７３

△　３，０１６

２９７

８，９９５

有 形 固 定 資 産

建 物

機 械 及 び 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 等

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

その他の投資等

貸 倒 引 当 金

５６５，７０３

１５８，２３０

１７６，５３６

１３６，３０２

１７，２６１

７７，３７２

３，９８１

１１１，１６１

６，３９０

５９，７６９

７，５１８

４，００９

４２，５００

△　　９，０２７

５５４，５６９

１６０，９５８

１７７，０２９

１３２，９９５

６，５９５

７６，９９０

４，０９４

１１３，１８７

１０，３０８

５４，６７３

８，１３３

４４，７１１

△　　４，６４０

１１，１３３

△　２，７２８

△　　　４９２

３，３０７

１０，６６５

　　３８２

△　　　１１２

△　２，０２５

△　３，９１７

５，０９５

△　　　６１５

４，００９

△　２，２１１

△　４，３８７

資　産　合　計 １，０５４，８０７ １００．０ １，０７６，４５２ １００．０ △２１，６４５

 科　　　目

－８－

（金額単位：百万円）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成１１年１２月期 平成１０年１２月期 増 減 金 額

金 額 構成比 金 額 構成比 （△印減）

〔負債の部〕

流 動 負 債 ４５４，９４３

％

４３．２ ４１８，５４７

％

３８．９ ３６，３９６

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年以内償還社債

未 払 金

未 払 酒 税

未 払 消 費 税 等

未 払 事 業 税 等

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

預 り 金

その他の流動負債

固 定 負 債

１，４２４

４６，４５８

３６，１１７

５０，０００

２６，５３７

１３８，３１０

１０，９５９

３，４５５

３７，９８５

１０３，６３２

６３

２２１，７７４ ２１．０

２，２５６

４５，７４９

３１，１１７

１０，０００

３１，２９１

１３８，１１８

９，４３５

２，６３５

８，５２９

３９，６８９

９９，６６５

５７

２７５，３７３ ２５．６

△　　　８３２

７０８

５，０００

４０，０００

△　４，７５４

１９１

１，５２４

△　２，６３５

△　５，０７４

△　１，７０４

３，９６７

５

△５３，５９８

社 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

退職給与引当金

１６４，０２１

４８，２７０

１，８００

７，６８３

１９４，２３２

７３，３８７

７，７５３

△３０，２１１

△２５，１１７

１，８００

△　　　　６９

負　債　合　計 ６７６，７１８ ６４．２ ６９３，９２０ ６４．５ △１７，２０１

〔資本の部〕

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

剰 余 金

（うち当期純利益）

１７７，６６４

１６９，４５６

７，４７８

２３，４８９

（９６０）

１６．８

１６．１

０．７

２．２

１７７，５５９

１６９，３５０

６，８４５

２８，７７６

（８，８１１）

１６．５

１５．７

０．６

２．７

１０５

１０５

６３２

△　５，２８７

 （△７，８５１）

資　本　合　計 ３７８，０８８ ３５．８ ３８２，５３２ ３５．５ △　４，４４３

負 債 資 本 合 計 １，０５４，８０７ １００．０ １，０７６，４５２ １００．０ △２１，６４５

　  

 科　　　目

－９－

（金額単位：百万円）



貸借対照表の注記

（金額単位：百万円）

平成１１年１２月期 平成１０年１２月期 増減金額

金　　額 金　　額 （△印減）

１．有形固定資産に対する減価償却累計額 ２５４，８５３ ２３０，６７１ ２４，１８２

株 数  ( 株 ) ６，７２８ ４，９０６ １，８２２２．自 己 株 式

金 額 ７ ８ △　　　　　０

３．債権流動化による売掛債権譲渡高 １４，９７５ １４，９７５

４．保証債務

　（１）銀行借入等に対する保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１１年１２月期 平成１０年１２月期 増減金額

金　　額 金　　額 （△印減）

保 証 債 務 １１，３０６ ９，７８３ １，５２３

保 証 予 約 １２，１０２

経 営 指 導 念 書 等 ６８，９５０

　

 （２）デリバティブ取引に対する保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１１年１２月期 平成１０年１２月期 増減金額

金　　額 金　　額 （△印減）

契 約 額 等 ５，０００
保 証 予 約

評 価 損 益 ６２４

契 約 額 等 ４２，５０３
経 営 指 導 念 書 等

評 価 損 益 １，３７６

（注）上記デリバティブ取引は、連結子会社の借入金等に関する金利変動リスク等を回避する目的のもの

　　　であります。

５．平成１１年１２月期中の発行済株式数の増加内訳

１　株　当　た　り

転 換 価 格 資本組入額

千株 　　　　　　円　　銭 円

第２回物上担保附転換社債 ４ ６９６　８０ ３４９

第 ８ 回 無 担 保 転 換 社 債 ４２ １，１６５　００ ５８３

第 ９ 回 無 担 保 転 換 社 債 ５１ １，１６５　００ ５８３

第 1 0 回無担保転換社債 ８３ １，１６５　００ ５８３

第 1 1 回無担保転換社債 １ １，７６３　００ ８８２

転　換　社　債　計 １８２
　　　　　　　 　　　　　　

合　　　　　　　計 １８２
　　　　　　　 　　　　　　

　　６．表示方法の変更

未払事業税及び未払事業所税は従来「未払事業税等」として表示しておりましたが、当期から未払

事業税（当期末残高７２２百万円）については、「未払法人税等」に含め、未払事業所税（当期末

残高３６１百万円）については、「未払金」に含めて表示しております。

摘　　　　　　　　　要

摘　　　　　　　　　要

摘　　　　　　　　　要

平 成 １ １ 年 １ ２ 月 期

増 加 株 式 数
銘　　　　　柄

－１０－



比　 較　 損　 益　 計　 算　 書
（平成１１年１月１日～平成１１年１２月３１日）

科 目
平成１１年１２月期 平 成 １ ０ 年 １ ２ 月 期

増 減 金 額

金 額 百分比 金 額 百分比 （△印減）

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

１，０５２，５１３

７９２，９４７

１９０，１１７

％

１００．０

７５．３

１８．１

１，０２８，３９２

７７７，２１１

１７８，１７６

％

１００．０

７５．６

１７．３

　２４，１２１

　１５，７３６

　１１，９４１

営 業 利 益 ６９，４４７ ６．６ ７３，００４ ７．１ △　３，５５７

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

１６，５５４

１，９７６

１４，５７７

１９，８４０

１２，３８５

７，４５４

１．６

１．９

３，７２０

２，４１６

１，３０４

２６，３３８

１５，７４９

１０，５８８

０．４

２．６

　１２，８３４

△　　 ４３９

　１３，２７３

△　６，４９８

△　３，３６４

△　３，１３３

経 常 利 益 ６６，１６２ ６．３ ５０，３８６ ４．９ 　１５，７７５

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

子 会 社 株 式 売 却 益

特 別 損 失

固定資産売却除却損

子 会 社 整 理 損 失

子 会 社 支 援 損 失

子 会 社 株 式 評 価 損

有 価 証 券 評 価 損

特定金銭信託等解約損

役 員 退 職 慰 労 金

２６，９０７

１３，６９８

１３，２０８

８５，５４６

６，３４３

３３，６４３

４２，３００

３，１３０

１２８

２．５

８．１

１１，７３２

２３１

１１，５００

４１，６２７

６，８５３

８５０

２，０００

１８，５００

１３，１４０

２８２

１．１

４．０

　１５，１７５

　１３，４６６

　　１，７０８

　４３，９１８

△　　 ５１０

　３２，７９３

　４０，３００

　　３，１３０

△１８，５００

△１３，１４０

△　　 １５３

税 引 前 当 期 純 利 益 ７，５２３ ０．７ ２０，４９１ ２．０ △１２，９６８

法 人 税 及 び 住 民 税

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

１０，４４０

△　３，８７６

１．０

△０．４

１１，６８０ １．１ △１１，６８０

　１０，４４０

△　３，８７６

当 期 純 利 益 ９６０ ０．１ ８，８１１ ０．９ △　７，８５１

前 期 繰 越 利 益 ３，３６８ ３，７８２ △　　 ４１３

過 年 度 税 効 果 調 整 額 ７０７ ７０７

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

固定資産圧縮積立金取崩高 ２，５７７

　　

　　２，５７７

中 間 配 当 額 ２，９８７ ２，６６１ ３２６

利 益 準 備 金 積 立 額 ２９８ ２６６ ３２

当 期 未 処 分 利 益 ４，３２６ ９，６６６ △　５，３３９

　　　　　　　　　　　 　　　　　  

（金額単位：百万円）



利　　益　　処　　分　　案

（金額単位：百万円）

増 減 金 額

（△印減）

当 期 未 処 分 利 益

固定資産圧縮積立金取崩額

計

４，３２６

２０９

４，５３６

９，６６６

３７０

１０，０３６

△５，３３９

△　　１６０

△５，４９９

この処分は次の通りであります。

利 益 準 備 金

配 当 金

取 締 役 賞 与 金

監 査 役 賞 与 金

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

３０８

２，９８７

８０

８

１，１５２

３３４

３，２３５

９０

８

３，０００

３，３６８

△　　　２６

△　　２４７

△　　　１０

△　　　　０

△３，０００

△２，２１５

普 通 株 式

　　　（ 内 訳 ）

　　　　記念配

１２　００

　

　６　００ ６　００ １２　００

　１　００

５　５０ ６　５０

１　００

部　門　別　売　上　高
（平成１１年１月１日～平成１１年１２月３１日）

　平成１１年１２月期 　平成１０年１２月期 増　減　率

金 額 金 額 （△印減）

ビ ー ル

ワ イ ン

そ の 他 の 酒 類

不 動 産

１，０３８，０８８

６，７１０

３，９９５

３，７１８

１，０１３，１９４

７，０２０

３，４５０

４，７２７

％

２．５

△　　４．４

１５．８

△　２１．３

合　　　　　　　計 １，０５２，５１３ １，０２８，３９２ ２．３

　　　　　　　　　　　　  

摘　　　　　要 平成１１年１２月期 平成１０年１２月期

区　　　　　分

１株当たり配当金

平成１１年１２月期 平成１０年１２月期

期　　末中　　間年　　間期　　末中　　間年　　間

円　 銭円　 銭円　 銭円　 銭円　 銭円　 銭

（注）平成１０年１２月期末記念配１円はビール売上№１感謝記念配当金であります。
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［重要な会計方針］

１．有価証券の評価基準及び評価方法････････移動平均法に基づく原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品、製品、半製品･･･････総平均法に基づく原価法（但し販売用不動産は個別法に基づく原価法）

(2) 原材料、貯蔵品･･･････････移動平均法に基づく原価法

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産　 ①生産設備････････････････････････････････････････････定額法

② 物流設備ほか（平成１０年４月１日以降取得の建物）････定額法

③ 上記以外の物流設備ほか･･････････････････････････････定率法

　　　　　　　　　　（*）建物附属設備は除く。

　　　　　　建物（建物附属設備除く）については、当期から平成１０年度の税制改正により、耐用年数の短縮を

　　　　 　　行っております。これに伴い、前期と同一の耐用年数によった場合に比べ、「減価償却費」は６８０

　　　　　　 百万円増加し、「経常利益」及び「税引前当期純利益」はそれぞれ６６３百万円減少しております。

(2)無形固定資産 ･････････････････定額法

４．繰延資産の処理方法 ･････････繰延資産については、支出時に全額費用としております。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金･･････債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法の規定による法定繰入率による

　　　　　　　    　引当のほか、債権の回収の可能性を考慮して計上しております。

(2) 退職給与引当金･･従業員の退職金のうち、適格退職年金制度への未移行部分の支給に備えるため、

　　　　　　　　　　自己都合退職による期末要支給額の４０％を計上しております。

６．その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 適格退職年金制度に関する事項

　　昭和５８年７月１日より、従来の退職金制度の５０％相当分を適格退職年金制度に移行しており

　　ます。

(2) 消費税等の処理

　　消費税等は税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税については、全額費用

　　として処理しております。

［追加情報］

１．事業税

事業税（当期２，２９０百万円）は、従来「販売費及び一般管理費」に含めて表示しておりました

が、財務諸表等規則の改正に伴い、当期より「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しており

ます。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「営業利益」、「経常利益」及び

「税引前当期純利益」はそれぞれ同額多く計上されております。

２．税効果会計の適用

当期より税効果会計を適用しております。これに伴い、税効果会計を適用しない場合と比較して、

「流動資産」が５７３百万円、「固定資産」が４，００９百万円増加し、「当期純利益」が

３，８７６百万円、「当期未処分利益」が７，１６１百万円多く計上されております。

＊
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［リース取引関係］

   

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　 　　平 成 １ １ 年 １ ２ 月 期 　　平 成 １ ０ 年 １ ２ 月 期

　　　　　　 機械及び

装 置

工具・器

具・備品

その他 合計 機械及び

装 置

工具・器

具・備品

その他 合計

取 得 価 額

相 当 額 45,914 34,639 70 80,624 45,577 31,233 70

  

76,881

減 価 償 却

累計額相当額 16,292 15,753 34 32,080 11,983 13,156 36 25,176

期 末 残 高

相 当 額 29,622 18,885 36 48,544 33,593 18,076 34 51,705

②未経過リース料期末残高相当額

平成１１年１２月期 平成１０年１２月期

１　　　　　年　　　　　内 １０，０５９ 　９，２０４

１　　　　　年　　　　　超 ４１，４０９ ４５，２０３

 合  　　　　　　　　　　計 ５１，４６９ ５４，４０７

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

平成１１年１２月期 平成１０年１２月期

　支 払 リ ー ス 料 １２，４４４ １１，４４３

　減 価 償 却 費 相 当 額 　９，９６４ 　９，０９２

　支 払 利 息 相 当 額 　２，６９７ 　２，８４３

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・ 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

 おります。

・ 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、

　各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　・未経過リース料

平成１１年１２月期 平成１０年１２月期

１　　　　　年　　　　　内 　９ 　７

１　　　　　年　　　　　超 ２１ １２

 合  　　　　　　　　　　計 ３１ １９

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）
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有 価 証 券 の 時 価 等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

　　　　　　　　

平成１１年１２月期
（平成 11 年 12 月 31 日現在）

平成１０年１２月期
（平成 10 年 12 月 31 日現在）

貸借対照表

計　上　額 時　価 評価損益
貸借対照表

計　上　額 時　価 評価損益

　( 1 ) 流 動 資 産 に

　　　属 す る も の

　　　株 式

　　　債 券

　　　そ の 他

     109,396

          ─

          ―

      90,655

          ─

          ―

    △18,740

          ─

          ―

     107,856

          ─

          ―

      66,346

          ─

          ─

    △41,509

          ─

          ─

　　 小    　計      109,396       90,655     △18,740      107,856       66,346     △41,509

　( 2 ) 固 定 資 産 に

　　　属 す る も の

　　　株 式

　　　　(内関係会社株式)

　　　債 券

　　　そ の 他

      13,604

     (13,604)

          ─

          ─

      39,540

     (39,540)

          ─

          ─

      25,936

     (25,936)

          ─

          ─

       6,499

      (6,499)

          ─

          ―

      11,966

     (11,966)

          ─

          ―

       5,466

      (5,466)

          ─

          ―

　　 小    　計       13,604

     (13,604)

      39,540

     (39,540)

      25,936

     (25,936)

       6,499

      (6,499)

      11,966

     (11,966)

       5,466

      (5,466)

　　 合    　計      123,000

     (13,604)

     130,196

     (39,540)

       7,195

     (25,936)

     114,355

      (6,499)

      78,313

     (11,966)

    △36,042

      (5,466)

（注）

　　(１) 時価（時価相当額を含む）の算定方法

①上　場　有　価　証　券　　東京証券取引所及び大阪証券取引所等の最終価格であります。

②店 頭 売 買 有 価 証 券　　証券業協会が発表する最終売買価格等であります。

(２) 流動資産に属する株式には、自己株式を含んで表示しております。

なお、評価損益は次の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成11年12月期）　 　　（平成10年12月期）

　　　　　　　　　(流動資産に属するもの)　　　　　　　 　　△ 0 百万円　　　　　　　△ 0 百万円

(３) 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成11年12月期）　　　 （平成10年12月期）

(流動資産に属するもの)コマーシャルペーパー　　　　　　　　     －百万円              8,972百万円

(固定資産に属するもの)店頭売買株式を除く非上場株式　　　　 51,964百万円　　　　　　 58,470百万円

　　　　　　　　　　　（うち関係会社株式）　　　　　　　　(46,218百万円)　　　　　 (53,168百万円)

　　　　　　　　　　　非公募の内国債券　　　　　　　　　　　　591百万円　　　　　　　　 11百万円

        

　　　　

種　　類
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

１． 通貨関連

　　　

為替予約取引

買建

ドイツマルク

　　

　

   ――    ―― ―― ―― 647

　

―― 646 △1

   ―― ―― ―― ―― 647 ―― 646 △1

（注）1 為替予約取引の時価は先物為替相場により算定しております。     

     ２外貨建金銭債権債務等に為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定してい

る外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示

の対象から除いております。
　　　　　

２．金利関連

　　　

金利スワップ取引

受取固定

　　支払変動

　支払固定

　　　受取変動

　

12,000

47,000

  ――

  ――

231

△1,104

231

△1,104

12,000

　77,000

12,000

47,000

626

△3,984

626

△3,984

59,000   ―― △872 △872 89,000 59,000 △3,358 △3,358

　　（注）１金利スワップ取引の時価は契約を約定した金融機関から提示された価格によって算出しております。

　　　　　２上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

　　　　　　量を示すものではありません。

　　　　　

区
　
分

区
　
分

市
場
取
引
以
外
の
取
引

市
場
取
引
以
外
の
取
引

合　　　計

合　　　計

種　　類

種　　類

平 成 １ ０ 年 １ ２ 月 期
　（平成１０年１２月３１日現在）

平 成 １ ０ 年 １ ２ 月 期
　（平成１０年１２月３１日現在）

平 成 １ １ 年 １ ２ 月 期
（平成１１年１２月３１日現在）

平 成 １ １ 年 １ ２ 月 期
（平成１１年１２月３１日現在）

契 約 額 等

契 約 額 等

契 約 額 等

契 約 額 等

うち１年超

うち１年超

時　価

時　価

評価損益

評価損益

うち１年超

うち１年超

（金額単位：百万円）

時　価

（金額単位：百万円）

時　価

評価損益

評価損益
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